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持続的な価値創造と企業価値向上に向けては、

より強固な基盤構築が不可欠であると捉え、サステナビリティ経営、

ガバナンス強化に向けた取り組みを着実に実行していきます。

コーポレート・ガバナンス

価値創造を支える基盤
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マテリアリティ

　持続可能な社会への貢献と継続的な企業価値の向上を果たしていくために、日本調剤グループ

はマテリアリティ（重要課題）を特定しています。6つの重要課題グループに大別されるこのマテリア

リティを踏まえて、事業活動を通じた貢献と経営基盤の強化の両面から取り組みを進めていきます。

日本調剤グループが取り組む6つの重要課題グループ マテリアリティ優先度マップ

 21のマテリアリティ  マテリアリティの策定プロセス

重要課題グループ 分類 目指す姿 概要

A

医療のクオリティと 
アクセシビリティ

事業活動を
通じた貢献

すべての人が高品質な医療に 
アクセスできる社会へ

薬局機能を強化します。具体的には、高
度医療や地域医療への対応、未病・予防
のサポート、医薬品の適正使用による社
会保障への貢献、災害対応や医療安全、
DXによるオンライン医療推進と新規ビ
ジネス創出、調査・研究などを進めます。

B

医薬品の品質と 
安定供給

すべての人が医薬品を 
安心して使える社会へ

高品質で安全性の高い医薬品の研究開
発・製造と、安定供給を実現します。

C

医療機関の 
人的課題の解消

高度な医療を支える人材を 
世の中へ

良質な医療サービスに向けた人的支援
と、産業医紹介による健康と労働衛生の
支援を行います。

D

カーボンニュートラル・ 
サーキュラー 

エコノミーへの寄与

経営基盤の
強化

持続可能な地球環境を 
未来世代へ

廃棄物の削減とリサイクル、エネルギー
利用の効率化と再生可能エネルギー利
用によるCO2削減、環境・社会配慮と透
明性に優れたサプライチェーンの構築を
進めます。

E

多様な人材の 
育成と活躍

すべての従業員が 
能力開花できる土壌へ

会社の成長を支える人材確保とその力
をさらに伸ばす人事制度、人権尊重なら
びに女性活躍・ダイバーシティの推進、
従業員の健康と働きがいを増進する職
場確立を進めます。

F

社会的責任を 
果たすための 
ガバナンス強化

社会的責任を果たす 
ヘルスケアグループへ

難病や障がいなどの医療福祉領域への
支援、コーポレートガバナンス強化と透
明性のある情報開示、コンプライアンス
重視と腐敗防止、リスクの適正な評価と
対応による機会創出を実現します。

重要課題グループ

A 医療のクオリティとアクセシビリティ

C 医療機関の人的課題の解消

B 医薬品の品質と安定供給

D カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーへの寄与

E 多様な人材の育成と活躍

F 社会的責任を果たすためのガバナンス強化

と
て
も
高
い

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
視
点
の
優
先
度

経営視点の優先度

高
い

とても高い高い

未病・予防など地域の健康をサポート
する薬局機能の拡張2 従業員の健康と働きがいを増進する

職場環境の確立17

医療発展に貢献する調査・研究発表7

薬局における医療安全の確保5 リスクの適正な評価と対応による機
会創出21

良質な医療サービスの提供に向けた
人的側面からの支援10

高品質で安全性の高い医薬品の研究
開発・製造8

医薬品の安定供給9

エネルギー利用の効率化と再生可能
エネルギー利用によるCO2削減

13

人権尊重と女性活躍・ダイバーシティ
の推進16

コンプライアンスの持続的な強化と腐
敗防止20

薬局における医薬品使用の適正化に
よる社会保障への貢献3

産業医紹介によるメンタルヘルスを含
む健康と労働衛生の支援11

薬局と工場をはじめとした廃棄物の
削減と資源利用の効率化12

環境・社会配慮と透明性に優れたサプ
ライチェーンの構築14

難病や障害などの医療福祉領域への
支援18

薬局機能の強化（高度医療や地域医
療への対応）による患者さまの薬物治
療効果の向上

1

地域の医療・福祉インフラとしての薬
局の持続的な運営、災害・パンデミッ
ク等への対応

4

DXによるオンライン医療推進と新規
ビジネス創出6

会社の成長を支える人材の確保と従
業員の成長を促す人事制度の整備15

コーポレート・ガバナンスの持続的な
強化と透明性の高い情報開示19

https://www.nicho.co.jp/corporate/sustainability/materiality/サステナビリティサイトをご参照ください
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課題 目標 施策 2023年度実績

気候変動へ
の対応

CO2削減

Scope1、2原単位 
（2020年度比）
2030年度まで 
調剤薬局事業 
1店舗あたり30%減
医薬品製造販売事業 
生産1億錠あたり30%減

2050年度まで 
カーボンニュートラル

  店舗電灯LED化 
2023年度100店舗 
2024年度200店舗（予定）

CO2削減量
1店舗当たり 29.9%減

  ソーラーパネル設置
  カーボンニュートラル 
都市ガス導入

CO2削減量
1億錠当たり 23.7%減

エネルギー
転換

再生可能エネルギー比率
向上   自家発電

  再生可能エネルギーへの転換
再生可能エネルギー比率
4.5%

サーキュラー
エコノミーへ
の寄与

廃棄物
リサイクル リサイクル対象を拡大

マテリアルリサイクル実地
  PTP シート
  汚泥
  廃棄物の回収、再生、再利用
  ファイバードラムの使用

処理量／全廃棄量
  PTPシート25.0% 
（2023年8月～ 2024年3月）
  汚泥27.3% 
（2023年度）

　当社グループは、サステナビリティを中長期的な企業価値向上に向けた経営戦略の重要事項と

して位置付け、持続可能な社会課題の実現に向けた取り組みを実施しております。

　2023年度は、調剤薬局店舗におけるLED化の推進、医薬品製造販売事業におけるPTP包装

廃材のマテリアルリサイクル、つくば工場への太陽光発電の導入等、環境負荷の低減に向けた資

源の循環利用に取り組んでまいりました。また、これら気候変動への対応をはじめとする取り組

みや情報開示等を進めた結果、ESG（環境・社会・ガバナンス）について優れた対応を行っている

日本企業を対象とした指数「FTSE Blossom Japan Index」および「FTSE Blossom 

Japan Sector Relative Index」の両構成銘柄に2年連続で選定されております。

　今後の中長期的な取り組みとしては、当社グループの持続的成長および企業価値向上に資す

るKPIを設定するとともに、気候変動への対応やサーキュラーエコノミーへの寄与など、環境分

野をはじめとしたサステナビリティの取り組みをさらに推進していきます。今後も「すべての人の『生

きる』に向き合う」という使命を掲げるヘルスケアグループとして、社会課題の解決に貢献すると

ともに、長期的視点に立った企業成長を実現することで、ステークホルダーの皆さまのご期待に

応えてまいります。

　当社はサステナビリティ基本方針にのっとり、サステナビリティ経営を行っています。サステナ

ビリティにおける重要事項の決定は取締役会が行います。また、取締役会の直属の機関としてサ

ステナビリティ委員会を設置しています。代表取締役社長が委員長を務める本委員会は、原則と

して1事業年度に2回以上開催し、特定したマテリアリティに対する取り組みの進捗の総括と評価、

事業戦略への落とし込み、国際的なガイドラインの遵守、参画の協議などを行い、適宜、取締役

会に報告・答申します。サステナビリティの取り組みは責任部門を明確にし、グループ会社を含む

各部門が進めています。サステナビリティ課題に対する執行機能はサステナビリティ統括室が担い、

各部門と連携しながら着実に取り組みを進める体制を構築しています。

サステナビリティ推進体制

サステナビリティ委員会の活動状況

取締役会

サステナビリティ統括室

各部門（グループ会社含む）

サステナビリティ委員会

委員長：代表取締役社長
  サステナビリティ経営の基本方針の策定
  マテリアリティの定期的な見直し
  マテリアリティに対する取り組みの進捗の統括と評価

  事業戦略への落とし込み
  国際的なガイドラインの遵守、参画の協議

  開催回数 3回

  主な議論の内容
  マテリアリティのKPI見直し
  TCFD提言の賛同、Scope1、2、3の算定・開示、
CO2削減施策の検討

  サステナビリティ評価のギャップ分析
  倫理行動指針の改定

  人権方針、環境方針、調達基本方針、サプライ
ヤー行動規範の策定

  環境リスク、人権リスクへの対応
  人的資本経営の推進

サステナビリティ委員会の活動状況（2023年度）

サステナビリティ戦略

監督

指示

連携

報告・答申

報告

医薬品製造販売事業

医薬品製造販売事業

医薬品製造販売事業

調剤薬局事業

「長期ビジョン2035」におけるサステナビリティ目標

サステナビリティ経営
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FTSE Blossom Japan Index /
FTSE Blossom Japan Sector Relative Index銘柄組み入れの継続

教育コンテンツ「SDGsラジオ」コンテンツ配信

　サステナビリティ情報をステークホルダーの皆さまに網羅的に開示することを目的に

「Sustainability Data Book」を公開しています。サステナビリティ基本方針、推進体制等、サス

テナビリティマネジメントの詳細につきましてはこちらをご覧ください。

　継続的な企業価値向上と社会的な要請を踏まえ、ガバナンス体制の充実や人的資本開示を積

極的に実施しております。

サステナビリティ開示体系サステナビリティロードマップと今後の主要ToDo

サステナビリティ経営への取り組み

これまでの取り組み

 サステナビリティマネジメント

 コーポレート・ガバナンス

  コンプライアンスとリスクマネ
ジメント

 環境

 人権と労働基準

 サプライチェーンマネジメント

 顧客への責任

 地域コミュニティとの関わり

データブック掲載内容 サステナビリティデータブック

サステナビリティサイト

2021 2022 2023 2024

時間軸

サステナビリティ委員会 /  
サステナビリティ統括室の設置

12月

現在

（年度）

2024年度の取り組みと成果

新しい長期ビジョンの発表とさらなるサステナビリティ経営の推進

マテリアリティの発表
12月

TCFD提言に賛同
7月

Sustainability Data Book 
による情報開示を開始

12月

FTSE 2銘柄組み入れ6月

国連グローバル・ 
コンパクトへの署名

8月

CDP質問書 Bランク取得7月

TCFD提言の賛同、社内CO2情報開示
（Scope1、2、3の算出と開示）

8月

FTSE 2銘柄組み入れの継続7月

教育コンテンツ「SDGsラジオ」 
コンテンツ配信

7月

新しい長期ビジョンの発表と 
さらなるサステナビリティ経営の推進

9月

 トップコミットメント

  サステナビリティ基本方針と
推進体制

  特定したマテリアリティ

  サステナビリティデータ・各種
方針

 SDGsとの関わり

 ESGにおける取組み

サステナビリティサイト掲載内容

https://www.nicho.co.jp/corporate/sustainability/databook/

https://www.nicho.co.jp/corporate/sustainability/

サステナビリティ経営
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　日本ジェネリックは、2024年度から汚泥マテリアルのリサ

イクルも始めています。これまで医薬品の製造工程で発生し

た汚泥は産業廃棄物として排出され、中間処理施設で焼却し

た後、最終処理施設において残渣を埋め立てておりましたが、

このたびオリックス資源循環株式会社に導入している技術と

設備を活用し、廃棄物から発生したガスを熱分解ガス化改質

方式により再資源化（ケミカルリサイクル）するとともに、乾

燥・熱分解した後溶融した廃棄物はスラグ・メタル・金属水酸

化物などに分離・回収され、路盤材などに再利用（マテリアル

リサイクル）することが可能となりました。2023年度に日本

ジェネリックつくば工場が排出した汚泥30トンのうち、焼却

処理後の残渣9トンを埋め立て処理しておりましたが、今回の

リサイクルにより約85%がガス化によるケミカルリサイクル、

約15%がスラグ・メタル・金属水酸化物などのマテリアルリサ

イクルとなることで、焼却灰や飛灰を一切発生させず、埋め立

て処分量は0となり、完全に

再資源化することとなります。

「カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーへの寄与」に向けた取り組み特集 D

2023年度実績 2024年度以降の目標

残薬調整額 約2億2,465万円 残薬以外の廃棄物削減スキームの実現

2023年度実績 2024年度以降の目標

21,140kg（2023年8月～2024年3月） 
（全体の25%） 対応工場の拡大

PTPシートマテリアルリサイクル 汚泥マテリアルリサイクル 残薬調整

　日本ジェネリックは、産業廃棄物処分事業者であるオリッ

クス環境株式会社の協力を得て、単層のプラスチック素材

を用いたPTPシートのリサイクルを進めています。従来、不

要となったPTPシートは、プラスチックとアルミをリサイク

ル可能な状態に剝離できなかったため、産業廃棄物として

排出し、焼却していました。このたび、オリックス環境株式

会社に導入した新しい技術と設備を活用し、PTPシートの

プラスチック部分とアルミ部分を剝離させ、プラスチック部

分は建材等の原料として、アルミ部分は溶解後、さまざまな

アルミ製品として再利用が可能となりました。

　2023年度日本ジェネリックのつくば第二工場が排出し

たPTP包装廃材の廃棄量は29.5トン相当であり、これらが

マテリアルリサイクルの対象となります。これまでの焼却処

理と比較すると、約9割のCO2発生量を削減する効果が見

込まれます。

　残っているお薬（残薬）がたくさん手元にあるまま新たに

処方された薬を受け取った場合、残薬と混同して誤って使

用してしまったり、残薬の期限が切れていることに気が付か

ずに使用してしまったりと、正しい用法・用量でのお薬の使

用を妨げる恐れがあります。残薬の削減は患者さまに適正

にお薬を使用していただくために必要であるだけでなく、廃

棄される薬品の減少にもつながります。日本調剤の薬局では、

薬剤師がお薬の状態や数を確認し、処方日数を調整しても

らえるように医師に連絡したり、次回の診察の際に患者さ

まから直接、医師に残薬を伝えられるようなメモを作成する

といった方法により、残薬の削減に取り組んでいます。また

廃棄薬品の回収の取り組みも行っております。

薬局と工場をはじめとした廃棄物の
削減と資源利用の効率化12 薬局と工場をはじめとした廃棄物の

削減と資源利用の効率化12 薬局と工場をはじめとした廃棄物の
削減と資源利用の効率化12

2023年度実績 2024年度以降の目標

46.59t（全体の27.3％） 対応工場の拡大

サステナビリティ経営
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2023年度実績 2024年度以降の目標

97店舗実施 残りの400店舗を随時LEDへ切り替え
（内200店舗は24年度実施中）

　日本ジェネリックのつくば工場では、東京センチュリー株

式会社と京セラコミュニケーションシステム株式会社から、

SDGs達成に資する寄付型コーポレートPPA（自家発電サ

ポートサービス）の提供を受け、太陽光発電設備を導入しま

した。敷地内のグラウンドに設置した太陽光発電設備で発

電した再生可能エネルギー電力を使用することにより、年

間約347.1t-CO2（初年度見込み）のCO2を削減します。ま

た本サービスは、初期コストや手続きを前2社が引き受けた

上、東京センチュリーからのSDGs達成に向けた活動を行

う公益法人やNPO法人への寄付実施を含めた取り組みと

なります。

薬局店舗の電灯LED化 太陽光発電 卸の配送回数削減

　日本調剤では、薬局1店舗あたりにおけるCO2排出量

を、2030年度までに30%削減する目標を設定しています

（2020年度比）。この目標の実現に向けてさまざまな検討

を重ねた結果、複数ある取り組みの中の一つとして、薬局店

舗の電灯のLED化を実施しています。当社では2016年6

月以降に新規開局した店舗の電灯は、すべてLEDを採用し

ていますが、それ以前に出店した約460店舗が未対応となっ

ています。Scope2におけるCO2削減のため、順次LED化

を実施するとともに、電力コストの低減を図っていきます。

　日本調剤では、2023年4月から、医薬品卸売業者と連携

して、薬局店舗への医薬品配送回数の削減に取り組んでい

ます。薬局チェーンの強みを生かした在庫管理を行い、従

来は1日に約2～3回だった配送回数を、1日1回へ減らすこ

とで、CO2削減や業務の効率化につながっています。今後

もサプライチェーンの最適化に向けて、取引企業とのエンゲー

ジメント活動を推進していきます。

2023年度実績 2024年度以降の目標

1日2～3回だった配送回数を 
1回にする取り組みを開始 取り組みの拡大と適正発注の強化

エネルギー利用の効率化と再生可能
エネルギー利用によるCO2削減

13 エネルギー利用の効率化と再生可能
エネルギー利用によるCO2削減

13 環境・社会配慮と透明性に優れた
サプライチェーンの構築14
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　経営環境の変化への的確な対応、継続的な企業の健全性確保、企業価値のさらなる向上には、

上記の3つが必須であると考えています。さらには、当社グループの事業活動が各種規制に基づ

いた事業であることから、コーポレート・ガバナンスの充実およびコンプライアンスの強化は極め

て重要であると認識しており、この認識のもとで各種対策を実行しています。また、当社の規模・

業容においては、監査等委員会設置会社が、当社における監査・監督機能およびコーポレート・

ガバナンスの充実に適していると判断しています。

　2016年6月より、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しています。また、取

締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）8名（うち社外取締役2名）および監査等委

員である取締役3名（うち社外取締役2名）で構成され、法令等に定める重要事項の決定および職

務執行状況の監督等を行います。

　また、社外取締役2名を含む監査等委員である取締役3名は、監査等委員会を構成し、取締役

会における議決権行使等を通じて監督機能を果たすとともに、取締役の職務執行の監査および

監査報告書の作成を行います。会計監査については、会計監査人として有限責任監査法人トー

マツを選任し、適正な会計処理および経営の透明性を確保しています。

　2023年4月1日から2024年3月31日の期間に、取締役会を計14回開催しました。原則毎月

1回開催しておりますが、必要に応じて随時行う方針です。日本調剤の役員は、グループ会社の

取締役会に出席するなど、グループ一体となった取締役会を実施しています。また、取締役会と

は別に監査等委員会を実施しています。

2023年度の活動状況

取締役会の開催 原則毎月1回 必要に応じて随時

開催実績 14回（2023年4月1日～2024年3月31日）

2024年3月期の
取締役会における
重要な議題・決議
事項等

 長期ビジョンの見直しおよび中期経営計画の公表に向けた検討開始の決定
 連結および各事業における決算、財務状況等
 調剤薬局事業における薬局出退店（M&Aを含む）、報酬改定への対応
 人的資本経営の推進および販管費抑制を目的とする本社移転の決定
 次世代調剤システム進捗・予算等
 機関投資家エンゲージメント報告を踏まえた、ガバナンス体制に関する議論
 日本調剤株式会社における新人事制度の導入
 サステナビリティ指針・方針改定、TCFD 提言に基づく情報開示

取締役会の運営状況と主な審議内容

コーポレート・ガバナンス体制図（2024年6月25日現在）

選任・解任

諮問

会計監査
内部統制監査監査選任・監督

指示

指示

選定・解職 監査 連携

報告

報告

報告

連携

指示

答申

監督

選任・解任

選任・解任

取締役会
監査等 
委員会

株主総会

監査等委員でない取締役8名
（うち社外取締役2名）

監査等委員である取締役3名
（うち社外取締役2名）

指名・報酬委員会

会計監査人代表取締役

監査室

経営の透明性向上と
経営責任の明確化

スピーディーな
意思決定 経営監視機能の強化

1 2 3

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンスの体制

取締役会の運営状況

監査

各部門（執行役員・執行役員会を含む）、子会社

価値創造を支えるガバナンス
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　当社は、取締役会の実効性の向上を図るため、毎年、取締役会全体の実効性を評価することと

しています。

　2024年5月に実施した実効性評価の結果、2024年3月期の取締役会における実効性は概ね

確保されていると認識されていることが確認されました。

　2024年3月期には、前年の実効性評価結果を踏まえ、認識された課題に対する取り組みを進

めてまいりました。また、2024年9月に公表した新長期ビジョン策定に向けた議論を中心に、取

締役会および取締役会以外の場において戦略および業績目標等を含む多角的な観点からの議論・

検討を実施してきました。さらに、経営陣や中核人材にも多様な視点や価値観を備えることの重

要性に鑑み、女性管理職比率の向上に向けた施策等、行動計画に基づく取り組みを推進してきま

した。これらの取り組みにより、「中核人材の多様性の確保」、「戦略の多角的な検討」の項目につ

いては、引き続き課題と認識されているものの評価は改善傾向にあります。

　一方で、「審議時間の確保」「後継者計画」等、一部の項目については継続して対処すべき課題

と認識されており、引き続き改善に向けた取り組みを進めていきます。

　経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、経営の機動性を高めるため2022年4月

より執行役員制度を導入しております。取締役会と執行役員会の役割分担をより明確化し、「監

督と執行の分離」の観点での議題絞り込みを行うとともに、執行側への権限委譲をさらに進めて

いくことにより、取締役会における中長期的なテーマに関する議論の時間を拡充していきます。

　また、取締役会以外の場で、中長期的な戦略や課題に絞った役員議論の機会を拡充しており、

審議時間の確保、議論の深化に向けた取り組みを進めています。2024年3月期には、主に新長

期ビジョンおよび中期ロードマップの策定に向けた役員ミーティング、役員合宿等を実施したこ

とにより、さらなる審議時間の確保に努めました。

　経営陣幹部の後継者計画に係る指名・報酬委員会での議論の在り方や、客観性・透明性のある

検討プロセスについて委員会メンバー間で議論していくとともに、指名・報酬委員会から取締役

会への情報連携の在り方（範囲・深度のあるべき姿）について取締役会メンバー間での議論を実

施していきます。

　資本コストや株価を意識した経営戦略についての議論が不十分であること、またコア事業であ

る調剤薬局事業に関する議論が充実する一方、事業ポートフォリオ戦略等をはじめとするグルー

プ全体に係る議論が不十分であり、グループ本社としての役割に課題があるとの認識が示されて

います。長期ビジョンの見直しを機に、資本効率性を意識した事業ポートフォリオのあるべき姿

および投資戦略等に関する役員議論を進めていますが、今後も役員議論の時間確保に努めると

ともに、進捗状況のモニタリングを強化していきます。

取締役会の実効性評価実施プロセス

課題を踏まえた今後の取り組み

さらなる審議時間の確保と戦略の多角的な検討

経営陣幹部の後継者計画への取り組み

資本コストを意識した経営・事業ポートフォリオ等の検討、
グループ目線での議論の充実

認識されていた課題への取り組みおよび2024年3月期の実効性評価の結果

01

02

03

取締役を対象に、
26項目の評価
アンケートを実施

外部機関による
分析・評価

評価結果を
取締役会で
共有・議論

取締役会での
改善項目の検討、
改善に向けた
具体的な取り組み

取締役会の
実効性評価をもとに
課題となっていた項目
に対して、今後検討を
深めるとともに
取り組みを強化

取締役会の実効性分析・評価
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　取締役・執行役員共通の基本給テーブルで定める金額に、役位、役割に応じた役位手当、役割

手当を加算して決定し、毎月一定の時期に支給します。基本給テーブルは取締役・執行役員毎に

設定し、毎年の評価や在任年数等に応じて、適宜、見直しを図るものとします。

　事業年度毎の業績向上に対する貢献意欲を引き出すため、賞与として、以下の方式に基づき算出

される金銭を、毎年一定の時期に支給します。

基本報酬

業績連動報酬

取締役の報酬等の総額等

　株主との価値の共有を図り、中長期的な企業価値および株主価値の向上に対する貢献意欲を引

き出すため、株式交付信託制度に基づく株式等を退任後の一定の時期に付与します。

株式報酬

報酬内容の決定の手続

　すべての取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）・執行役員の報酬は、委員の過

半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会の審議・答申を踏まえ、取締役会の決議により決定します。

報酬構成

  監督機能を担う社外取締役および監査等委員である取締役→基本報酬 
業務執行を担う取締役・執行役員→基本報酬、業績連動報酬、株式報酬（株式交付信託）

  業務執行を担う取締役・執行役員の種類別の報酬の割合については、役位、役割、当社と同程度の事業
規模を有する他社の動向等を踏まえて決定します。

取締役：
連結経常利益を基礎とするプロフィット・シェア
方式並びに連結売上高・連結営業利益および
役員毎の評価を基礎とするターゲット方式

執行役員：
連結売上高・連結営業利益および執行役員毎
の評価を基礎とするターゲット方式

01 02

政策保有株式

　当社は、取引関係の維持・強化の目的で必要と判断する企業の株式を政策保有株式として保有

する場合があります。毎年取締役会において、個別の政策保有株式の保有目的が適切か、保有に

伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等を具体的に精査し、保有の適否を検証していま

す。また、政策保有株式に係る議決権の行使については、保有目的と合わせて、その投資先の企業

価値の向上に資する内容かどうかという観点で議決権を行使する方針としています。

銘柄数 非上場株式以外の株式

2022年度
銘柄数 1 –
合計額※（百万円） 13 –

2023年度
銘柄数 1 –
合計額※（百万円） 13 –

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 役員賞与 株式報酬

（BIP信託）
取締役

（監査等委員および社外取締役を除く）
209 165 31 12 8

監査等委員
（社外取締役を除く）

14 14 - - 1

社外取締役 34 34 - - 4

計 258 213 31 12 13

※ 貸借対照表計上額の合計額。

1．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2． 当社は、株式報酬制度（BIP信託）を導入しております。株式報酬に関しては、役員信託BIP信託に関して、当事業年度中に費用
計上した金額を記載しております。

基本方針

  当社の企業理念の実現を実践する優秀な人材を確保・維持し、持続的な企業価値および株主価値の向
上に向けて期待される役割を十分に果たすことへの意欲を引き出すに相応しいものとします。

  株主をはじめとするステークホルダーに対する説明責任を十分に果たすべく、報酬の内容および決定
手続の両面において、合理性、客観性および透明性を備えるものとします。

役員報酬制度

価値創造を支えるガバナンス
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指名・報酬委員会
取締役・執行役員の指名・報酬等に関する手続きの公
正性・透明性・客観性を強化し、コーポレートガバナン
ス体制の一層の充実を図ります。

総務部、人事部
2023年度（2023年4月～2024年3月）は3回開催。取締役または執行役員である委員3名以上で構成し、その
過半数は独立社外取締役としています。取締役会の諮問機関として、取締役会の構成、取締役・執行役員の選任
理由・個別報酬額の妥当性等を審議し、取締役会に答申しています。

コンプライアンス
推進委員会

コンプライアンスの取り組みに関する基本的事項を
定め、推進体制を構築し、適切に運用することにより、
コンプライアンスの徹底を図ります。

リスク管理・コンプライアンス統括室、総
務部、システム本部、薬剤本部、経理部、
人事部、広報部、監査等委員会

原則として3ヵ月に1回開催。コンプライアンス体制の整備・運用状況について、モニタリング・レビューを実施する
とともに、全社でのコンプライアンス推進に向けたコンプライアンスプログラムの立案・実行に関する事項を取り上
げています。具体的には、関連業法への対応、内部通報制度の整備、従業員のコンプライアンス意識の醸成に向け
た教育プログラム等があります。なお、グループ会社各社も同様に開催しています。

リスク管理委員会

当社の経営目標の達成や持続可能性に大きな影響
を与えるリスクを認識し、リスクへの適切な判断と対
応を行うべく、リスクマネジメントの高度化と推進を
図ります。

リスク管理・コンプライアンス統括室、総
務部、システム本部、薬剤本部、経理部、
人事部、広報部、監査等委員会

原則として3ヵ月に1回開催。リスク管理方針に基づき、全社的リスク管理の整備と適切な運用に向けた取り組み
を行っています。具体的には、事業の内外環境を踏まえてリスクを抽出・検討し、対策を講じるとともに、定期的
にモニタリングを行い、状況に応じた必要な対応を行っています。なお、子会社各社も同様に開催しています。

情報セキュリティ
委員会

情報セキュリティに関する施策の実行やポリシーの
浸透を含む情報セキュリティマネジメントの推進、全
社での情報セキュリティ体制の構築・運営を行います。

システム本部、薬剤本部、総務部、人事部、
リスク管理・コンプライアンス統括室

原則として3ヵ月に1回開催。厚生労働省が定めた「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」や関連
する法令・ガイドライン等を踏まえた施策の実行状況、情報セキュリティ違反行為の有無、サイバーセキュリティ
の事例等について情報共有を行うとともに、必要な対策について協議を実施しています。

医療安全委員会 適切な医療安全管理を推進し、安全な医療の提供に
寄与します。

薬剤本部（薬剤管理部・品質管理部）、リ
スク管理・コンプライアンス統括室、総務部、
監査等委員会

医療安全管理に関わる事象全般について討議。また、過去発生した事案の防止対策や改善策の見直し等を議論
しています。

サステナビリティ
委員会

当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価
値向上を図るとともに、事業活動を通じて持続可能
な社会づくりに貢献します。

グループ経営企画部、総務部、人事部、サ
ステナビリティ統括室、各グループ会社

2023年度（2023年4月～2024年3月）は3回開催。特定したマテリアリティ（重要課題）に対する取り組みの進
捗の統括と評価、サステナビリティの考えを企業戦略および事業戦略への落とし込み、国際的なガイドラインの遵守、
参画の協議などを行い、適宜、取締役会に報告しています。

規程等の整備およびその周知徹底
　当社グループにおける業務の適正を確保するために、
社内規程・業務フローチャート・業務マニュアル、事
業継続計画（BCP）、災害時ポケットマニュアル等を
整備し、イントラネットへの掲載・回覧、各種会議体
における発信を通じて周知徹底を図っています。

各委員会の状況

設置目的 関係部署 実施状況

各委員会の体制図

各委員会の設置目的・関係部署・実施状況については下記のとおりです。

指名・報酬委員会 コンプライアンス推進委員会

情報セキュリティ委員会

リスク管理委員会

医療安全委員会

サステナビリティ委員会

価値創造を支えるガバナンス
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突然の社長交代を受けて
前社長の思いを受け継ぎながら進化を

「長期ビジョン2035」について
従業員の意見にも耳を傾け作成された長期ビジョン

新しい一歩を踏み出した日本調剤グループ
その現状課題と今後に寄せる期待

　日本調剤グループは2024年9月に「長期
ビジョン2035」を策定し、「すべての人の
『生きる』に向き合う」という理念のもと、
今後どのように成長していくのかをステー
クホルダーの皆さまに示しました。
　「長期ビジョン2035」の実現に向けて、
日本調剤グループには何が必要なのか。
現状から今後への期待、課題となること
など社外取締役4名が意見を交わしました。

写真：左から、野間幹晴氏、原田史緒氏、恩地祥光氏、中野智美氏

社外取締役 座談会

恩地  三津原庸介前社長が体調を理由に急に社長を交代されることになって驚きましたが、

2019年6月に社長に就任なさってから5年弱、本当に頑張ってこられたと思っています。
野間  そうですね。だからこそ突然の交代については、我々も考えるところがありました。従業員

や社内取締役、何より笠井社長は相当に悩まれたと思います。
原田  個人的には従業員の皆さんが動揺されるのではないかと心配でしたが、笠井社長から「日

本一明るく活力あふれるグループへ」という非常に分かりやすいメッセージを伝えていただいて

良かったと思っています。また笠井社長は全国の店舗等を回って、従業員と積極的にコミュニケー

ションを取っておられます。それもあって社内には目立った動揺はなく、日々の業務が継続されて

いると感じています。
中野  私は2024年6月に社外取締役に就任したので以前の取締役会との比較はできませんが、

とても明るい取締役会だと感じました。真剣な議論も多いですが、その中にあって笠井社長の明

るさを感じ、今後の日本調剤グループに期待できると思いました。

恩地  自由闊達な意見交換ができる活気のある取締役会になったのは、三津原前社長の功績も大

きいです。取締役会だけでなく長期ビジョンの土台づくりなど、とても筋肉質な会社づくりに注力

されていました。ただその間に、長生堂製薬株式会社の製造管理上の不備の発覚や倉庫の火事

など数々の問題が生じ、大変な労力が必要だったはずです。そのような中での社長交代になりま

したが、笠井社長をはじめ皆さんには三津原前社長が積み上げられてきた事柄をしっかりと承継

していただきたいと願っています。

中野  「長期ビジョン2035」は、かなりハードルの高いものになっていると感じました。ROEは

現時点で4.4%ですが、それを15%に、ROICは4.8%から15%に上げるというもので、現状

の推移では難しく、新しいものを取り入れないといけないチャレンジングな内容です。加えて目標

に向かって従業員一人ひとりが“自分事”として受け止めて努力しなければ達成は難しい目標を、

社内にうまく浸透させられるかどうかがポイントになると思っています。
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社外取締役（監査等委員）

原田 史緒

社外取締役

恩地 祥光

※  経営学者・野中郁次郎氏が提唱する概念。SECIモデルにおいて、個々人が持つ知識を共有のものにしていくために徹底した対話
を行うこと。

原田  約1年半かけて長い議論を重ねた上で長期ビ

ジョンは開示に至りましたが、議論の過程で次世代

のメンバーを中心に、ディスカッションを繰り返し、

その意見を役員にフィードバックするという、ボトム

アップの形を取ったことが良かったと思っています。

これまでの枠に収まってしまいがちなところを突破

するような自由な意見もあり、それを反映させていき

ましたが、型にはまらない自由な議論があったからこ

そ「長期ビジョン2035」が完成したと感じています。
野間  時間を要しましたが、その間に経営層と従業員の

間で「知的コンバット※」などを通して議論が深まりまし

た。確かにROEやROICは高い水準ですが、その議論

のプロセスにおいてまさに資本コストや株価への意識

が役職員の間で高まりつつあります。企業価値を向上

する上で、重要なプロセスだったのではないでしょうか。

野間  外部環境、人口動態の変化などを要因に、日本調剤グループが属する医療業界は業界再編

が起きることが予測されます。今後の対応は大きな課題です。

　日本調剤グループの持つ人的資産やオペレーションの強さ、あるいはジェネリック医薬品の製

造販売事業を上手に活用すれば、産業の変革をリードできるだろうと私は捉えています。それら

長期ビジョン達成に向けて
人的資産など日本調剤グループのリソースが成長を支える

のリソースをいかに維持・強化していくのかという点に成長のオポチュニティがありますし、面白

い未来が待っていると期待しています。
原田  私も人的資産において日本調剤グループには大きな強みがあると感じています。調剤薬局

で働く薬剤師の方々のプロフェッショナルとしての意識や専門性の高さがあるので、効率化と人

的な能力をいかに組み合わせるかが鍵となるはずです。
恩地  調剤薬局事業や医薬品製造販売事業は、政府による医療制度改革への対応や社会保障費

抑制への貢献、患者さまに寄り添った医療の実現に向けた取り組みなど、一般的な小売業や製

造業とは異なる点が多いことが特徴ですね。一方で医療従事者派遣・紹介事業や情報提供・コン

サルティング事業は、同じヘルスケア業界でも性格が異なる事業とも言えます。複数の性格の異

なる事業を持つ強みを生かしつつ、各事業のメリットとデメリットのバランスを取りながら業績を

伸ばしていく必要があるという点は、他業種にはない課題と言えるでしょう。
中野  そうですね。医療業界はさまざまな法律や規則を遵守する事業運営が求められること、制

度の改正などで大きく経営環境が変化するリスクがあるのは業界特有の課題で、機敏に対応して

いくしかないと思います。一方でシステム投資を行っていますが、システムの活用で蓄積してきた

情報を上手に活用して効率化につなげたりすることも必要だと思います。薬剤師が扱える処方箋

の量も、システムの活用で作業を効率化すれば増やすことができると思うので、AIやシステムの

活用に期待したいところです。

中野  グループの中で問題が起きた際に、経営陣が考

えていることと現場が考えていること、さらには長期

ビジョンで考えていることにギャップがあると経営は

うまくいかないと思っています。長生堂製薬で起き

た製造管理上の不備についても、同社が2013年に

日本調剤グループ企業に入ったこともあり、グループ

の経営陣と長生堂製薬の役職員の方のコミュニケー

ションが不十分だったという指摘がありました。今後

はより経営陣の思いを組織全体に浸透させていくよ

うな活動に力を入れることが必要ではないでしょうか。

日本調剤グループの改善点
長期ビジョンをもとにしたグループ全体の
コミュニケーションのさらなる活性化

恩地  長期ビジョンの公開はさまざまなステークホルダーに向けた対外的な面もさることながら、

日本調剤グループの従業員に向けたありたい姿を示すという意味も重要だと私も考えています。

そういう意味では検討や決定の過程において、次世代メンバーを含めた議論がなされ、しっかり

とプロセスを踏んでこられたということは非常に意義深いことです。

　ROICなど経営指標を固めた上で、人的資本経営にもフォーカスしてあります。薬剤師をはじ

めとした働き手にやりがいを持って働いていただかなければいけない業態である以上、人的資本

経営に力点を置かれたというところは評価すべき事柄です。
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社外取締役（監査等委員）

中野 智美

社外取締役

野間 幹晴

恩地  中野さんのおっしゃる浸透という意味で言うと、先ほどから話が出ていますが、長期ビジョン

を検討する過程で、従業員も含めてディスカッションを重ねたことに大きな意義があったと思います。

オーナー企業はともすると、トップダウンで物事が決まっていきがちです。日本調剤グループはボ

トムアップの会社にしていこうと、新たなスタートを切ったと理解しているので、そこにはさらに

注力していただきたいですね。

　笠井社長がおっしゃる「日本一明るく活力あふれるグループへ」については、従業員の方々が

笑顔でいる様子を実際に見たいと思っています。今は道半ばという感じがしますが、明るさや笑

顔をいかに現場に定着させていくのかということを真剣に考えるべきでしょう。
野間  恩地さんのお話に私も同感です。その上で、あえて課題を挙げると二つあると思います。一つ

目がサクセッションプラン（後継者計画）の充実です。日本調剤は現場の調剤薬局を中心とした極

めてオペレーションが強い会社ですからそこからどう経営人材を成長させるかという課題がある

ので、日本調剤グループのサステナビリティを高めるためにサクセッションプランは必須でしょう。

二つ目は既存事業の深掘りと新規事業の探索という投資の側面の議論と、株主還元をどうする

かという投資と株主還元のバランスをいかに取っていくかです。この点についてはより深い議論

を求めます。もちろん私たち社外取締役の視点で考えると、少数株主あるいは株主共有の利益を

損なわないようにすることも重要な役割です。
原田  サクセッションプランで言えば、社内からの女

性管理職や役員への登用をさらに進める努力は継続

していくべきだと思います。女性従業員の割合が非

常に高いので、多様な働き方を拡大していくことも重

要です。能力があって仕事を続けたくても、子育てな

どで離脱してしまう女性たちが、多様な働き方や昇

進ルート、教育を受けられる場などを拡充し、本来

持っている力を発揮できる環境を整えることです。そ

れは女性に限らず、男性も含めた全従業員にとって

働きやすい職場環境でもあり、イノベーションの創出

にもつながっていくことですから、ぜひ発展させてい

ただきたいですね。

恩地  「長期ビジョン2035」を達成するために、役職

員が一体となってグループ経営を推し進めていくこ

とはもちろん、人的資本経営に力点を置くことで、従

業員の皆さんがやりがいのある幸せな人生を送るこ

とができ、日本調剤で働いて良かったと思えるような

グループとなることを期待します。
野間  投資家や株主はグループの財務価値の成長に

期待すると思いますし、経営者もグループの業績に視

線を向けがちだと思いますが、「すべての人の『生きる』

に向き合う」ことを使命とする店舗や現場で働いてい

る従業員はお客さまの健康や幸せに貢献することを

喜び・幸せだと感じているでしょう。それが結果的に

財務的なものに反映されるとすべてのステークホルダー

が満足します。経営陣には従業員が幸せになれる職場づくりに全力で取り組んでほしいです。
中野  私も野間さんのお話にとても共感します。従業員にとっては、短期的な会社の業績が日々の

モチベ―ションにつながるわけではないと思います。

　そこで重要なのはサステナビリティ経営と考えます。短期的ではなく長期的に会社が成長して

いく。その中で人的資産や顧客資産といった無形資産の拡大を目指すのがサステナビリティです。

日本調剤は「Sustainability Data Book」を公開し、それを上手にSDGsの目標に当てはめな

がらKPIを作成していますね。従業員も自分たちが社会の役に立っているという感覚があると頑

張れると思います。特に今の若い方は自身の成長を重視している傾向があるので、日本調剤グルー

プのサステナビリティへの取り組みが従業員にも浸透していけば、従業員の幸福と会社の成長に

向かって進んでいけると感じています。
原田  皆さんが一つの目標に向かって進んでいるのかについては、私も社外取締役としてより進言

していきたいと思っています。
野間  2024年度は厳しいスタートとなりました。我々社外取締役が感じている以上に、経営陣や

従業員の方々は危機意識をお持ちでしょう。その危機意識の上に開示された長期ビジョンは強

い決意にみなぎっています。ステークホルダーの皆さまには、ぜひそこにご共感いただき、日本調

剤グループの今後に期待していただきたいですね。

今後に期待すること
サステナビリティ経営で、従業員もお客さまも幸せに
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役員一覧（2024年6月25日現在） 経営
全般

財務
会計
・金
融

法務
・コ
ンプ
ライ
アン
ス

行政
（医
療・
薬事
含む
）

サス
テナ
ビリ
ティ

IT・
DX（
開発
）

経営
のモ
ニタ
リン
グ・

フィ
ード
バッ
ク

調剤
薬局

医薬
品製
造

人材
派遣
・紹
介

M&A・店
舗戦
略

リス
ク管
理・

コン
プラ
イア
ンス

会社経営に関する専門性 当社グループ業務に関する知見

三菱UFJ信託銀行において人事部門マネジャー、戦略企画部門の部長、支店長を歴任。当社
において調剤薬局の出店を行う営業部門の統括責任者として、新規出店、M&A、店舗開発の
方針を決定し、業務を執行。経営全般、グループ経営企画・DX戦略、営業全般、営業統括・企
業情報・開発・広報・サステナビリティ統括を担当。2024年5月より代表取締役社長。

笠井 直人　かさい なおと

代表取締役社長 社長執行役員

薬剤師。病院での勤務を経て入社。入社後は薬剤部長、統括部長、購買部長等を歴任し、取締
役に就任。調剤薬局事業を統括し、薬剤関連業務・システム全般・支店管理を担当。薬局経営
の豊富な経験や医療行政への深い知見を持つことから、診療報酬改定など外部環境の変化に
対して先手を打つなど調剤薬局事業の拡大に貢献。

小柳 利幸　こやなぎ としゆき

取締役 上席執行役員

メガバンクにて大企業のファイナンスやMBO案件などに携わり、当社に入社後は財務部門を
担当。現在は当社取締役として、経理、財務、関係会社を担当。グループ全体の視点から、子
会社を含めた経営課題の抽出と解決に向けた経営戦略の策定等に取り組む。2021年10月よ
り長生堂製薬株式会社の代表取締役社長、日本ジェネリック株式会社の取締役を兼務。

小城 和紀　おぎ かずのり

取締役 上席執行役員

総務・人事・調剤薬局事業における人事採用・保険サービス事業・リスク管理・コンプライアンス、
CSO（Chief Information Security Officer）を担当。情報セキュリティ委員会、リスク管理・
コンプライアンス推進委員会など会社全体のガバナンスに貢献。

藤本 佳久　ふじもと よしひさ

取締役 上席執行役員

日本調剤グループの創業者。日本調剤株式会社の代表取締役社長として、創業の理念である
「真の医薬分業の実現」を推し進めるとともに、グループ会社である株式会社メディカルリソー
ス、日本ジェネリック株式会社、株式会社日本医薬総合研究所を設立し、日本調剤グループの
発展を牽引。2024年6月より代表取締役会長。

三津原 博　みつはら ひろし

代表取締役会長

出席状況（回）
（2023年度）

取締役会 —
指名・
報酬委員会 —

指名・
報酬委員会 —

取締役会 14/14

取締役会 14/14

取締役会 14/14

取締役会 14/14

価値創造を支えるガバナンス
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経営
全般

財務
会計
・金
融

法務
・コ
ンプ
ライ
アン
ス

行政
（医
療・
薬事
含む
）

サス
テナ
ビリ
ティ

IT・
DX（
開発
）

経営
のモ
ニタ
リン
グ・

フィ
ード
バッ
ク

調剤
薬局

医薬
品製
造

人材
派遣
・紹
介

M&A・店
舗戦
略

リス
ク管
理・

コン
プラ
イア
ンス

社長・会長職経験者。入社前は人材派遣会社の立ち上げや多くのM&Aを手掛け、財務戦略等
を担当。経営者として資金調達やM&Aディールを数多く経験したことから、社外取締役とし
て経営のモニタリングやフィードバック等に貢献。

恩地 祥光　おんじ よしみつ

社外取締役

独立社外

創業初期より、営業部長、支店長、業務監査部長、取締役など広く要職を歴任。調剤薬局事業
における店舗開発および調剤薬局の運営に豊富な経験と知見を持つことから、監査等委員と
して監査業務を行うことに加え、経営へのモニタリングと適切なフィードバックを実施。

畠山 信之　はたけやま のぶゆき

取締役 常勤監査等委員

三井住友銀行において支店長、エリア支店長を歴任した後、日本ジェネリック株式会社に入社。
入社以来、同社経営全般の運営を担い、ジェネリック医薬品の製造販売における幅広い知識
と経験を有する。2022年6月より日本ジェネリック株式会社代表取締役社長として医薬品製
造販売事業を統括。

井上 祐弘　いのうえ まさひろ

取締役

一橋大学大学院経営管理研究科教授として財務会計および企業価値評価に関する専門的な
学識を有する。企業価値の向上や投資家とのエンゲージメント、ESGや人的資本経営に精通。

野間 幹晴　のま みきはる

社外取締役

独立社外

弁護士。司法研修所民事弁護教官として教鞭を執る等法務全般について豊富な経験と高い見
識を有する。上場他社の社外取締役を務めるほか、ジェンダーダイバーシティを中心としたサ
ステナビリティ経営にも造詣が深い。

原田 史緒　はらだ しお

社外取締役 監査等委員

独立社外

公認会計士・税理士。監査法人で14年間にわたり監査業務に携わり、上場企業・会社法上の
大会社・学校法人の法定監査業務に従事するほか、公益法人の理事および監事、地方銀行の
監査役、東証プライム上場企業での社外取締役、独立行政法人の監事を経験。

中野 智美　なかの ともみ

社外取締役 監査等委員

独立社外

取締役会 10/10

取締役会 14/14

指名・
報酬委員会 3/3

取締役会 14/14

指名・
報酬委員会 3/3

取締役会 14/14
指名・
報酬委員会 3/3
監査等
委員会 15/15

取締役会 —
指名・
報酬委員会 —
監査等
委員会 —

取締役会 14/14

監査等
委員会 15/15
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当社グループの情報開示について

会社情報（2024年3月31日現在）

財務情報

会社概要 関係会社

非財務情報

商号
日本調剤株式会社

設立
1980年3月

本社所在地
〒108-0014
東京都港区芝五丁目33-11
田町タワー9階
03-6810-0800（代表）

資本金
39億5,302万円

連結売上高
3,403億円（2024年3月期）

連結従業員数
正社員4,642名 パート他694名
※  パート他は8時間換算に基づく年間
平均雇用人数であります。

主要取引銀行
みずほ銀行、三井住友銀行、三菱UFJ
銀行、りそな銀行

事業内容
保険調剤薬局チェーンの経営

日本ジェネリック株式会社
医療用医薬品の製造販売
東京都港区芝五丁目33-11 
田町タワー8階
http://www.nihon-generic.co.jp/

長生堂製薬株式会社
医療用医薬品の製造販売
徳島県徳島市国府町府中92番地
https://www.choseido.com/

株式会社メディカルリソース
医療従事者の派遣・紹介
東京都港区芝五丁目33-11 
田町タワー8階
https://www.medical-res.co.jp/

株式会社日本医薬総合研究所
医療業界全般に関する 
研究調査・情報提供・広告媒体提供・
コンサルティング業務
東京都港区芝五丁目33-11 
田町タワー9階
https://www.jpmedri.co.jp/

統合報告書
日本調剤グループにおける価値創造の全体像および長期的な企業価値向上に向けた
道筋をご理解いただくことを目的に、財務・非財務情報を広く掲載するレポート。

カバーストーリー
創りたい未来に向かって
　私たちは、2035年のありたい姿として「誰もが一番に相談した
くなるヘルスケアグループへ」を掲げました。
　そして、このビジョン達成に向けた具体的な取り組みを「日本一
明るく活力あふれるグループへ」「あらゆるニーズに応えられるグルー
プへ」「イノベーションに挑戦し続けるグループへ」の3つの柱でお
示ししています。
　変わらない使命のもと、より多くの人の「生きる」に向き合うた
めの進化を続けることで、ありたい姿へと歩みを進めていきます。

IR情報サイト
主に株主・投資家向けに経営方針や財務情報、 
株式情報などを公開しているウェブサイト

https://www.nicho.co.jp/corporate/ir/

有価証券報告書
金融商品取引法に基づいて、会社の概況、
事業の概況、営業の状況、設備の状況、
経理の状況などを報告する法定書類

https://www.nicho.co.jp/corporate/ir/
library/securities.html

コーポレート・ガバナンス報告書
証券取引所によって上場企業が提出を義務付けられる、
コーポレート・ガバナンス（企業統治）についての
会社の取り組みや目的などを記載した報告書

https://www.nicho.co.jp/corporate/
sustainability/esg/governance/

サステナビリティサイト
幅広いステークホルダー向けに日本調剤グループの
サステナビリティ関連情報を公開しているウェブサイト

https://www.nicho.co.jp/corporate/
sustainability/

Sustainability Data Book
日本調剤グループのサステナビリティ情報を

網羅的に開示している資料

https://www.nicho.co.jp/corporate/
sustainability/databook/

コーポレートサイト
日本調剤グループの企業活動に関するすべてを網羅したサイト

https://www.nicho.co.jp/corporate/

70

これまでの日本調剤 これからの日本調剤グループ どのように未来を創造するのか 価値創造を支える基盤 会社情報 NIHON CHOUZAI GROUP
INTEGRATED REPORT 2024

http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
https://www.choseido.com/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
https://www.medical-res.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
http://www.nihon-generic.co.jp/
https://www.jpmedri.co.jp/
https://www.nicho.co.jp/corporate/ir/
https://www.nicho.co.jp/corporate/ir/library/securities.html
https://www.nicho.co.jp/corporate/sustainability/esg/governance/
https://www.nicho.co.jp/corporate/sustainability/
https://www.nicho.co.jp/corporate/sustainability/databook/
https://www.nicho.co.jp/corporate/


連結経営指標 2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期

調剤報酬改定、並びに、
薬価改定が行われた年度 調剤 薬価 調剤 薬価 調剤 薬価 調剤 薬価 ※11 調剤 薬価 薬価 調剤 薬価 薬価

経営成績（会計年度）
売上高 165,347 181,844 219,239 223,468 241,274 245,687 268,520 278,951 299,392 313,318 340,310

売上総利益 25,623 31,929 39,068 39,258 43,837 41,975 46,372 49,374 52,422 53,643 57,236

販売費及び一般管理費 20,878 25,281 28,578 30,738 33,250 35,242 38,779 41,267 45,833 46,057 48,093

営業利益 4,744 6,647 10,489 8,519 10,587 6,733 7,593 8,106 6,589 7,586 9,142

EBITDA※1 9,129 10,923 15,615 14,237 17,127 14,525 15,491 16,286 14,974 16,337 18,251

経常利益 4,188 6,003 9,878 7,976 10,138 6,077 7,405 8,409 6,767 7,682 9,439

親会社株主に帰属する当期純利益 1,901 2,778 6,329 4,638 6,104 3,790 6,697 3,538 3,705 4,458 2,553

キャッシュ・フロー（会計年度）
営業活動によるキャッシュ・フロー 6,243 5,831 19,327 940 23,141 13,572 13,192 11,213 19,411 7,532 20,421

投資活動によるキャッシュ・フロー 14,510 8,437 7,823 28,444 13,843 1,770 2,731 7,767 9,313 10,018 13,726

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,782 1,422 7,031 18,205 2,034 10,516 7,955 2,806 17,448 713  4,430

財政状況（会計年度末）
総資産※2 117,295 130,141 157,609 178,347 186,573 178,677 185,551 186,262 178,753 185,297 195,087

純資産 15,849 17,635 32,473 36,447 41,506 41,073 47,072 49,868 52,876 56,483 58,351

現金及び現金同等物の期末残高 15,027 13,844 32,380 21,200 28,464 29,749 32,254 32,893 25,543 23,770 26,034

商品及び製品 12,165 15,911 15,328 21,455 20,873 22,272 22,988 23,139 23,024 28,416 28,992

有利子負債※3 62,037 68,327 66,794 86,524 87,611 81,302 74,381 73,219 56,597 58,128 54,925

1株当たり情報
1株当たり純資産額（円）※4 545.32 628.80 1,015.11 1,139.35 1,297.50 1,369.52 1,569.77 1,663.01 1,763.34 1,888.17 1,950.44

1株当たり当期純利益金額（円）※4 65.62 97.24 216.42 145.02 190.84 121.74 223.33 118.01 123.56 148.92 85.35

財務・非財務データ
連結売上高増加率（%） 18.6 10.0 20.6 1.9 8.0 1.8 9.3 3.9 7.3 4.7 8.6

販管費率（%） 12.6 13.9 13.0 13.8 13.8 14.3 14.4 14.8 15.3 14.7 14.1

連結営業利益率（%） 2.9 3.7 4.8 3.8 4.4 2.7 2.8 2.9 2.2 2.4 2.7

ROA（%）※5 1.8 2.2 4.4 2.8 3.3 2.1 3.6 1.9 2.0 2.4 1.3

ROE（%）※6 12.0 16.6 25.3 13.5 15.7 9.2 15.2 7.3 7.2 8.2 4.4

自己資本比率（%）※7 13.5 13.6 20.6 20.4 22.2 23.0 25.4 26.8 29.6 30.5 29.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）※8 8.6 7.1 24.4 — 37.1 25.8 34.9 35.1 64.8 28.2 68.7

D/Eレシオ（倍）※9 3.9 3.8 2.1 2.4 2.1 2.0 1.6 1.5 1.1 1.0 0.9

設備投資額 9,069 12,279 8,073 23,344 15,316 5,254 12,025 9,492 8,362 10,321 12,188

減価償却費 3,825 3,631 4,461 4,741 5,214 6,304 6,316 6,416 6,569 6,740 7,170

研究開発費 1,534 1,767 1,913 2,388 2,784 2,764 2,991 2,776 3,411 3,065 2,765

従業員数（名）※10 3,009 3,283 3,435 3,781 4,075 4,383 4,904 5,221 5,552 5,689 5,864

DATA 11年データ（財務・非財務サマリー） （2024年3月31日時点）

※  数値は単位未満を切り捨てた数値で表示しております。ただし%表示の数値は小数
点以下第2位を四捨五入しております。

※1.EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋のれん償却費
　2. 2018年3月期以前の数値について、会計基準の変更に伴う遡及適用による表示修正を
行っておりません。

　3.有利子負債＝借入金＋リース債務＋割賦未払金＋社債

　4. 当社では、2015年10月1日及び2020年4月1日付で普通株式1株につき普通株式
2株の割合でそれぞれ株式分割を行っております。2014年3月期の期初にこれらの
株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益金額を
算出しております。

　5.ROA＝親会社株主に帰属する当期純利益/（期首期末平均総資産）
　6.ROE＝親会社株主に帰属する当期純利益/（期首期末平均自己資本）
　7.自己資本比率＝自己資本/総資産

　8. インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー/利払い：営業キャッシュ・
フローが負の場合は記載しておりません。

　9. D/Eレシオ＝有利子負債/純資産
　10. 従業員数は、就業人員数を表示しております。準社員、契約社員、嘱託社員、パート

タイマー、アルバイトなどの臨時雇員は含まれておりません。
　11. 消費税率の変更に伴い2019年10月に薬価改定が実施されました。薬価改定に

伴い、調剤報酬の一部が調整改定されました。
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DATA

国連グローバル・コンパクトへ署名
　2023年8月に、CSRに関する国際的なイニシアチブである国連グロー

バル・コンパクトに署名しました。「グローバル・コンパクト」に参加する

ことは4つの分野（人権、労働、環境、腐敗防止）の10原則に対する企
業姿勢を明らかにするものです。グループの役職員に本趣旨を周知す

るとともに、10原則の価値観を企業活動に照らし合わせ改善点を見極
め、持続的な企業価値向上に取り組んでいきます。

「健康経営優良法人2024（大規模法人部門）」認定
　経済産業省が定める「従業員の健康管理を経営的な視点で考え、

戦略的に取り組んでいる法人」を顕彰する制度である「健康経営

優良法人2024（大規模法人部門）」に日本調剤・日本ジェネリック・
メディカルリソースが認定、「健康経営優良法人2024（中小規模
法人部門）」に日本医薬総合研究所が認定を受けております。

くるみん
　子育てサポートについて高い水準で取り組んでいる企業として、日本調剤、

日本ジェネリックは、厚生労働大臣より「くるみん」認定を取得しました。

「えるぼし」認定
　日本調剤は、女性の活躍推進に関する取り組みの実施状況が評価され、女

性活躍推進法に基づく優良企業として「えるぼし」認定の最高位を取得しました。

トモニン
　日本調剤では、「仕事と介護を両立できる職場環境」の整備促進のためのシン

ボルマークである「トモニン」を2021年に取得し、介護離職防止に向けた取
り組みを行っています。

「FTSE Blossom Japan Index」「FTSE Blossom
Japan Sector Relative Index」構成銘柄に選定
　ESG（環境・社会・ガバナンス）について優れた対応を行ってい

る日本企業を対象とした指数「FTSE Blossom Japan Index」

および「FTSE Blossom Japan Sector Relative Index」の両

構成銘柄に、2023年から継続して選定されました。

「DBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付」を取得
　日本政策投資銀行によるサステナビリティ評価認証融資のひとつで、

独自の評価システムにより、役職員への健康配慮の取り組みが優れた企

業を評価・選定する「DBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付」を2023
年に取得しました。

CDP「気候変動レポート2023」で「B」スコア評価を獲得
TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言へ賛同 　CDPが公表した「気候変動レポート2023」において、「B」スコアと評価さ

れました。 現時点での評価である「B」スコアは“マネジメントレベル”とされ、「自

社の環境リスクやその影響を認識し、行動している」と評価されたことを示し

ております。

　2022年6月に金融安定理事会（FSB）による「TCFD（ 気

候関連財務情報開示タスクフォース）」による提言に賛同し、

TCFD提言に基づく開示を着実に進めています。

人的資本経営

サステナビリティ

社外からの評価・外部機関への参画

※健康経営は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。
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